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(注)有形固定資産の減価償却累計額は、 円である。

固定資産 固定負債

器具及び備品 退職給与引当金

投資その他の資産

投資有価証券 負 債 合 計

欠損金補てん
積 立 金

積 立 金

純資産合計

75,325,170,307

4,764,114,265

有形固定資産

4,764,114,265

80,089,284,572

3,759,966,539

利益剰余金

80,089,284,572

4,119,152

資 産 合 計

7,727,548

4,764,114,265

負 債 ・ 純 資 産 合 計

1,004,147,726

金 額

円円 円 円

501,737

円円

75,199,330,773

85,427

剰余金

金 額借 方 貸 方

1,982,000,000

72,148,351,000

5,750,000,000

流動資産

普 通 預 金

7,933,206,024

2,391,698

定 期 預 金

通 知 預 金

未 収 収 益

72,156,078,548

72,148,351,000

75,277,651,777

組 合 員 貯 金

流動負債

未 払 費 用

47,518,530

47,518,530

47,518,530

貯 金 経 理

貸 借 対 照 表

7,727,548 引当金

令和3年3月31日現在

未 払 金

198,814,326 預 り 金 77,733,840
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自
至

当期利益金

当 期 利 益 金

1,335,000償 還 差 益

有価証券売却益 27,000,000

経常収益

利 益

令和2年4月1日

金 額

円

経常費用 817,612,771

円

令和3年3月31日

円

1,017,582,892

1,017,582,892

損 益 計 算 書

貯 金 経 理

円 円

金 額

989,247,892

円

利息及び配当金

損 失

2,286,689

199,970,121

合 計 1,017,582,892 合 計

44,400

31,833,058

817,612,771

1,017,582,892

245,858

199,970,121

6,000

2,253,500

46,991燃 料 費

賃 借 料

委 託 費

委 託 管 理 費 2,851,160

12,496,677

4,188,298

減 価 償 却 費

161,400

752,429,839

雑 費

保 険 料

消 費 税

食 糧 費 12,869

支 払 利 息

5,708,913負 担 金

普 及 費

事 務 費 3,047,119

事業費用 運用収入

厚 生 費

職 員 給 与
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1.有価証券の評価基準及び評価方法

法で定めていない。（取得原価をもって計上している。）

2.引当金等の計上基準

(1)退職給与引当金

(2)欠損金補てん積立金

3.その他財務諸表作成のための重要な事項

税抜方式により行っている。

　施行規程第87条の規定に基づき、将来の欠損金の補てんに充てるため、組合員の貯金額の5/100
に相当する金額を計上している。

重 要 な 会 計 方 針

貯 金 経 理

　地方公務員等共済組合法施行規程（昭和37年総理府・文部省・自治省令第1号。以下「施行規
程」という。）第78条の規定に基づき、当該事業年度における職員給与の予算額の範囲内で、所要
の金額を計上している。

　消費税の会計処理方法
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